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●会長スピーチ 会長 滝川 博則
5月は「青少年奉仕月間」であります。
ロータリーにおける青少年奉仕は、単に

子ども達を支援する活動ではなく、未来の
地域を育てる大切な奉仕であります。
今週は3班に分かれて炉辺会議が開催され

ます。普段の例会とは少し違い、自由な雰
囲気の中で本音を語り合える大変貴重な機
会です。

ぜひその中で、「勝山の未来に何を残せるのか」
「今の子ども達や若者にどんな経験を届けられるの
か」そんな議論が活発に行われる事を期待しております。
勝山には、他の地域にはない大きな財産があります。

恐竜をはじめとする世界的な地域資源、豊かな自然、
長い歴史と文化、そして人と人とのつながりです。
だからこそ、「勝山だからできる」「勝山にしかで

きない」青少年奉仕事業が必ずあると思っております。
例えば、自然体験、化石発掘、国際交流、地域文化

継承、あるいは新しい時代に向けた学びの場づくりな
ど、可能性はまだまだ広がっているのではないでしょ
うか。
そして何より若い世代が「勝山って面白い」「この

町に関わりたい」と感じてもらえる事が、未来の地域
づくりにつながっていくと思います。
炉辺会議では、ぜひ自由な発想で、夢のある意見、

前向きな意見を出し合っていただきたいと思います。
勝山ロータリークラブらしい、そして未来につなが

る青少年奉仕の種が生まれる事を期待し、本日の会長
スピーチといたします。

●幹事報告 幹事 辻 利津子
〇「ガバナー賞」投稿について ガバナー事務所
〇公開例会のご案内 鯖江ロータリークラブ
日時 令和8年6月19日（金）12時～13時30分

・文化プログラム 13時から
会場 鯖江商工会議所４階大ホール
出演者 マリンバ・パーカッション デュオ

Pulse Du（パルス ドゥ）平岡愛子様 山崎智里様
希望者は事務局まで
〇現新理事役員会を5月19日に開催します。
〇活動計画、活動報告の提出をお願いします。

●出席報告 山内 智子
5月12日 欠席5名 75％
4月28日 欠席7名 65％

●委員会報告 
●親睦ロータリー家族委員会 幅田 浩二
・最終例会のご案内 6月23日18：30 谷よしにて開
催します。19日までに会費を添えてお申し込みくださ
い。
・5月26日（火）新緑例会は18時に勝山市役所を出発
しますのでよろしくお願いします。

●クラブラーニングファシリテーター 多田 慶一郎
炉辺会議の報告を来週の例会にて行います。

●ニコニコ報告 笠松 誠一

会員誕生 中道直司・和田耕三

上山弥一・飯田ひとみ

結婚記念 辻利津子・滝川博則・田中三津彦

 多田慶一郎・幅田浩司

伴侶誕生 和田達也・梅田秀司

届出欠席 和田達也・織田昌弘

4月26日㈰「クリーンアップ九頭竜川」に参加しました
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4つのテスト ①真実かどうか ②みんなに公平か ③好意と友情を深めるか ④みんなのためになるかどうか

税務行政と査察調査
大野税務署 署長 鍛冶 望 様

ゲスト卓話

二つ目は「酒類業の健全な発達」。
三つ目は「税理士業務の適正な運営の確保」でござい

ます。
ちなみに、この大野税務署の管内には4つの酒蔵とワイ

ナリーがございます。良質な水に恵まれ、大変素晴らし
いお酒が造られており、私も勝山の「一本義」などを愛
飲させていただいております。

査察調査（マルサ）の仕事とは
それでは、本日の本題でございます、査察調査につい

てお話を移してまいります。
皆様が「査察に入られた」とお話しされているケース

の多くは、実は税務署や国税局の課税部門による「任意
調査」であることがほとんどです。
所得税や法人税の一般的な調査が年間10万件以上行わ

れているのに対し、査察調査の着手件数はわずか154件で
す。査察調査は、極めて悪質な脱税が疑われる事案に対
して行われる「強制調査」であり、非常に限られたもの
であることをご理解いただければと存じます。
査察の仕事は、大きく二つに分かれます。一つは、悪

質な脱税者を見つけ出す「情報担当者」。我々の間では、
情報の「情」をとって「情（なさけ）」と呼んでいます。
もう一つは、実際に強制調査を行い、検察官への告発ま
でを担当する「調査担当者」。こちらは調査を「実施」
することから「実施（じっし）」と呼ばれています。
「情（なさけ）」は、申告書や決算書の分析はもちろ

ん、新聞や雑誌、インターネット、さらには投書など、
あらゆる情報源から脱税の端緒を探します。時には、張
り込みや、客として店を利用するといった内偵調査も行
い、脱税の疑いを固めていきます。
脱税の嫌疑が濃厚となり、調査に着手することが相当

であると判断されると、事件は「実施（じっし）」に引
き継がれます。裁判所から捜索差押許可状、いわゆる令
状の発付を受け、強制調査に着手します。
差し押さえる証拠物件は、帳簿書類だけでなく、脱税

の動機や方法、脱税によって得た財産の使い道を示すも
のなど、数百点、多いときには千点以上に及ぶこともあ
ります。その後、差し押さえた物件の分析や関係者への
質問調査を重ね、検察官とも相談しながら、刑事事件と
して告発できるかどうかを慎重に検討します。この期間
は、早くても半年、長い場合は数年かかることもござい
ます。
隠された脱税資金（たまり）の実態
脱税事件における最も重要な証拠の一つが、脱税に

よって不正に蓄えた資金、いわゆる「たまり」です。こ
れは、殺人事件における「死体」に例えられるほど決定
的な証拠となります。
査察官は執念で「たまり」を探し出します。夜を徹し

て捜索を続けることも珍しくありません。

本日お話しいたしましたように、査察制度は、悪質な
脱税者を断固として許さず、税の公平性を守るための最
後の砦です。
査察官は、「脱税は必ず見つかる、そして我々が見つ

け出す」という強い信念のもと、日々努力を重ねており
ます。
納税者の皆様の自発的な納税義務の履行があってこそ、

私たちの社会は成り立っています。この査察制度の存在
が、正直者が馬鹿を見ることのない、公平な社会の実現
に繋がっていると信じております。
短い時間ではございましたが、税務行政、特に査察制

度の一端をご理解いただけましたら幸いです。
ご清聴いただき、誠にありがとうございました。

ただいまご紹介にあずかりました、大
野税務署長の梶でございます。どうぞよ
ろしくお願いいたします。
限られた時間ではございますが、まず

は簡単に自己紹介をさせていただきます。
私の出身は、実は北陸ではなく京都でご

ざいます。
京都市北区にございます世界遺産の上賀茂神社の近く

で育ちました。地元の大学を卒業後、平成4年、今から34
年前になりますが、4月に大阪国税局に国税専門官として
採用されました。最初の配属先は、大阪と京都の中間に
位置する茨城（いばらき）税務署で、個人課税部門で4年
間勤務いたしました。
その後、金沢国税局への転局を希望し、北陸の地へま

いりました。いわゆるIターンという形でございます。金
沢市内に居を構え、昨年、2025年の7月10日に大野税務署
長として着任し、現在は大野市内に住んでおります。
早いもので、私は今年で定年を迎えます。この7月9日

をもちまして退職となりますので、残りの任期も2ヶ月余
りとなりました。本来であれば、もっと早い時期に皆様
とお会いし、一年間を通じて交流を深めさせていただけ
ればよかったと、少し心残りに感じております。
金沢国税局に来てからは、国税局本庁のほか、富山、

金沢、松任、小松、そして福井県内では武生と小浜の税
務署で勤務してまいりました。金沢国税局管内には15の
税務署がございますが、北陸3県をまんべんなく経験させ
ていただいたと感じております。直前の勤務は、9年間在
籍した査察部門でございました。本日は、その経験も踏
まえながら、皆様にお話をさせていただきたいと存じま
す。

私たちの暮らしと税金
私たちの身の回りには、健康で文化的な生活を送るた

めに、国や地方公共団体による多くの公共サービスが存
在しています。
例えば、ごみの処理には、国民1人当たり年間約2万円。

犯罪や事故の防止、消火活動のためには、1人当たり年間
約4万3000円が使われています。また、公立学校に通う生
徒1人当たりの年間教育費は、小学生で約97万円、中学生
で約112万円、高校生で約106万円にのぼります。これを
小中高の12年間で合計しますと、1人当たり約1240万円と
いう莫大な金額になります。
これらの公共サービスの費用は、主に皆様からお納め

いただいている税金によって賄われております。「税金
は高い」というご意見を耳にすることもございますが、
例えばお子様1人にかかる1240万円という教育費を、すべ
て個人で負担できるか、という視点で考えてみますと、
税の役割についてまた違った見方ができるのではないか
と考えております。

国税庁の使命と申告納税制度
私ども税務署が所属する国税庁の使命についてお話し

いたします。日本の税制度は、納税者の皆様が自ら所得
などを計算・申告し、納税額を確定させ、納付する「申
告納税制度」を採用しております。
この制度が適切に機能するためには、納税者の皆様が

高い納税意識を持ち、自発的に納税義務を履行していた
だくことが不可欠です。そこで国税庁は、「納税者の自
発的な納税義務の履行を、適正かつ円滑に実現する」こ
とを使命として掲げております。
この使命を果たすため、国税庁は三つの任務を柱とし

ています。
一つ目は「内国税の適正かつ公平な賦課及び徴収の実

現」。
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